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令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 
特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向けた調査研究 

 

研究代表者 本田 秀夫（信州大学医学部子どものこころの発達医学教室） 

 

研究要旨 

 本研究の目的は、特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害）の認定事務について課題の分析

を行い、認定の際に客観性を確保するための改善策について研究することである。今年度は、初

年度（令和 2 年度）に作成した認定診断書改定案の信頼性と妥当性を検証するために、初年度の

アンケート調査によってあらかじめ調査協力の意志を示していた日本児童青年精神医学会の学

会員（医師）636 名を対象として認定診断書改定案によるサンプル調査を行った。 

 サンプル調査にあたっては、ICD-10 の F7 および F8 に該当する軽度、中度、重度、最重度、

F9 に該当する軽度、中度、重度の計 11 の模擬症例を作成した。636 名の医師に、模擬症例のう

ちの 1 症例をランダムに割り付け、その症例について認定診断書改定案への記入を依頼した。182

名から有効回答が得られ、認定診断書改定案に記載された「障害のため要する援助の程度」の妥

当性と信頼性を評価した。さらに、認定診断書改定案に記載された「日常生活能力の判定」およ

び「障害のため要する援助の程度」と、各模擬症例で想定されていた重症度との関係を明らかに

した。その結果、認定診断書改定案の「障害のため要する援助の程度」は模擬症例で想定されて

いた重症度と関連し、評価者間信頼性が保たれていることが確認できた。さらに、「日常生活能

力の判定」と「障害のため要する援助の程度」の判定が重いほど、各模擬症例で想定されていた

重症度は高い傾向が見られた。本研究結果より、認定診断書改訂案は妥当性、信頼性とも一定の

基準を満たしていると考えられた。 

 今後、認定業務の地域格差が是正され、適切に業務が行われるよう、このデータをもとにした

特別児童扶養手当認定のガイドラインを作成することが求められる。 
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Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、特別児童扶養手当（知的

障害・精神の障害）の認定事務について課題

の分析を行い、認定の際に客観性を確保する

ための改善策について研究することである。 

 20 歳未満で知的障害または精神障害のあ

る児童を家庭で監護、養育している父母等に

支給される特別児童扶養手当については、「特

別児童扶養手当認定診断書(知的障害・精神の

障害用)」（以下、「認定診断書」）により、

各自治体の認定医等が障害程度の認定を行っ

ている。特別児童扶養手当の障害認定業務は、

都道府県および政令指定都市において行われ

ている。しかし、数値等の客観的な基準がな

いことから、各都道府県・政令指定都市の認

定医の判断によるところが大きく、一定の基

準に基づく不公平感の少ない認定が行われて

いるかどうかについては疑問が残る。自治体

によって認定の地域差が生じている可能性が

あることから、精神の障害の認定について地

域差の原因を解明し、認定事務の適正化を図

る必要がある。 

 平成 29 年度～平成 30 年度厚生労働行政推

進調査事業費補助金（障害者政策総合研究事

業）にて行われた「特別児童扶養手当等（精

神の障害）の課題分析と充実を図るための調

査研究」（研究代表者：齊藤万比古、以下、

「先行研究」）の中で、特別児童扶養手当認

定診断書(知的障害・精神の障害用)の改定素

案が提案された[1]。本研究では、初年度（令

和 2 年度）にこの改定素案をさらに発展させ、

障害基礎年金との整合性のある認定診断書改

定案および作成要領案を作成した。また、2 年

目である今年度にこの改定案を用いたサンプ

ル調査を行うための準備として、日本児童青

年精神医学会の学会員（医師）を対象として

サンプル調査協力の意志の有無に関するアン

ケート調査を行い、634 名から 2 年目のサン

プル調査に協力の意志を示す回答が得られた。

さらに、精神の障害に係る認定の地域差を把

握するため、全国の都道府県・政令指定都市

を対象とした実態調査を実施し、40 の自治体

が調査対象となり、4,419 件の認定診断書の

データが得られた。自治体ごとの認定率（1 級

または 2 級と判定される比率）は 33.6%から

100%の範囲であり、特別児童扶養手当の障害

認定における自治体間の地域差の実態が明ら

かとなった[2]。 

 地域較差の是正と認定業務の適正化をはか

るためには、信頼性・妥当性が保証された認

定診断書と認定のためのガイドラインが必要

である。2 年目となる今年度は、初年度に作

成した認定診断書改定案とその作成要領案を

用いたサンプル調査に取り組み、ガイドライ

ン作成のための基礎資料を得ることを目的と

した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．模擬症例のビネット作成 

（本田、篠山、小平、野邑、早川、山田、吉

川、樋端、公家） 

 先行研究 [1]にて作成した 13 の模擬症例

について研究代表者、研究分担者、研究協力

者がオンライン会議およびメール審議で検討

し、認定診断書改定案によるサンプル調査に

用いる症例として適切であるかどうかを検討

し、適切と思われる症例については、さらに

必要に応じて内容の加筆修正を行った。 

 

２．認定診断書改定案によるサンプル調査 

（篠山、樋端、公家） 

 初年度（令和 2 年度）に実施した事前調査

で本調査への協力を意志表示した医師は、

634 名であったが、今年度初頭にさらに 2 名

から協力の意志表示の連絡が入った。これを

合わせた計 636 名に、模擬症例のうちの 1 症

例をランダムに割り付けた。割り当てた模擬

症例および特別児童扶養手当認定診断書改定
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案に基づいて作成した Google フォームのホ

ームページアドレス（URL）を電子メールに

て送付し、その模擬症例について Google フ

ォーム上の回答を依頼した。 

 

（倫理面への配慮） 

 「１．模擬症例のビネット作成」は、研究

対象者が存在せず、個人情報を扱うこともな

い。 

 「２．認定診断書改定案によるサンプル調

査」は、研究開始時に信州大学医倫理委員会

の承認を得た上で実施した。この調査は

Google フォームを用いた調査研究であり、調

査対象者の個人情報保護に関する情報を記載

した「インフォームド・コンセントのお知ら

せ文」を Google フォームの冒頭頁に掲げ、こ

れに対する同意のボタンを押さない限り調査

頁には入れない機能を持たせた。このボタン

を押すことをもってインフォームド・コンセ

ントを得られたものとした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．模擬症例のビネット作成 

 先行研究で作成された模擬症例は、ICD-10

（WHO）の「精神障害の分類の知的障害

(ICD-10 における F7)」、「心理的発達の障

害（F8）」、「行動及び情緒の障害（F9）」

のそれぞれにおいて軽度から最重度までの重

症度を想定した 12 ジャンルに対して、F8 中

度のみ 2 症例、それ以外は 1 症例ずつ作成さ

れていた。今回の研究では、F8 中度について

は 2 症例のうち 1 症例のみを採用した。また、

検討会議のなかで、F9 の最重度を重度と区別

して想定することが難しいため、F9 最重度の

模擬症例は不要ではないかとの意見が出され、

検討の結果、F9 最重度を想定した模擬症例は

なしとした。残る 11 症例について文言の微

修正等を行い、模擬症例を完成させた（表 1）。 

 

表 1. 模擬症例 

 F7 F8 F9 

軽度 1 症例 1 症例 1 症例 

中度 1 症例 1 症例 1 症例 

重度 1 症例 1 症例 1 症例 

最重度 1 症例 1 症例 なし 

 

２．認定診断書改定案によるサンプル調査 

636 名の協力意志表示者のうち連絡先不明

等を除いた 626 名に調査依頼を行った。190

名の回答が得られ、的外れ回答 8 名（例：模

擬症例に基づいていない記載が行われている）

を除外した 182 名の回答を解析対象とした。

有効回答者 182 名の属性は、小児科医かつ精

神科医 20 名、小児科医 30 名、精神科医 132

名であった。 

182 名から得られた有効回答を集計・統計

解析し、認定診断書改定案に記載された「障

害のため要する援助の程度」の妥当性と信頼

性を評価した。さらに、認定診断書改定案に

記載された「日常生活能力の判定」および「障

害のため要する援助の程度」と、各模擬症例

で想定されていた重症度との関係を明らかに

した。その結果、「障害のため要する援助の

程度」は、模擬症例で想定されていた重症度

と関連し、また評価者間信頼性が保たれてい

ることが確認できた。さらに、「日常生活能

力の判定」と「障害のため要する援助の程度」

の判定が重いほど、各模擬症例で想定されて

いた重症度は高い傾向が見られた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究の初年度は、認定診断書改定案の作

成、サンプル調査への協力の意志の有無に関

するアンケート調査、特別児童扶養手当の障

害認定の地域差に関する実態調査を行った。

今年度は、模擬症例のビネットを用いたサン

プル調査によって、認定診断書改定案の信頼

性・妥当性について検討した。 
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 模擬症例は、先行研究で使用したものを再

検討し、一部改変して使用した。特別児童扶

養手当の対象となる障害は主として ICD-10

の F7、F8、F9に含められることが多いため、

それぞれについて軽度、中度、重度、最重度

を想定したビネットを作成した。しかしF9は、

ここに含まれる ADHD、反応性愛着障害、素

行症、反抗挑発症などの障害の最重度を重度

と区別して想定することが難しいとの意見が

検討会議の場で出され、検討した結果、最重

度のビネットは用いずに軽度、中度、重度の

みとした。 

 以上より、計 11 症例について模擬症例の

ビネットを完成させ、これを用いて認定診断

書改定案によるサンプル調査を行った。サン

プル調査では、初年度に作成した認定診断書

改定案の妥当性の指標として、模擬症例で想

定されていた重症度と認定診断書改定案に記

入された「障害のため要する援助の程度」の

相関を調べ、信頼性の指標として「障害のた

め要する援助の程度」における評価者間の級

内相関係数を用いた。その結果、妥当性、信

頼性ともに、一定の基準を満たしていること

が確認できた。 

 さらに、8 項目の「日常生活能力の判定」

の平均判定と「障害のため要する援助の程度」

の判定が重いほど、想定されていた各模擬症

例の重症度が高い傾向が確認できた。「日常

生活能力の判定」と「障害のため要する援助

の程度」を組み合わせることが、症例の重症

度の指標となり得ることが示唆される結果が

得られた。 

 ただし、「日常生活能力の判定」と「障害

のために要する援助の程度」の組み合わせは、

あくまでも重症度の目安にしかなり得ない。

認定診断書の他の項目の記載内容も併せて詳

しく審査する必要がある。総合的な判断に基

づく等級判定に関する基準をどのように設け

るかが、今後の等級判定のガイドライン作成

における課題である。 

 地域差を解消し適切な判定が行われるため

には、評価者間信頼性が高い診断書に基づい

て、妥当性の高い判定基準を設ける必要があ

る。本調査にて、認定診断書改定案の妥当性、

信頼性を検証できたことから、この診断書改

定案は障害認定における自治体間の地域差の

解消に有用であると思われる。 

 診断書様式策定にあたっては、記載しやす

い様式であることも重要である。本調査に回

答した医師の多くが、自由コメント欄に、記

載しやすさに関するコメントを記入していた。

これらのコメントも踏まえて、認定診断書改

定案がより記載しやすい診断書様式になるよ

う微修正も必要と思われる。 

 

Ｅ．結論 

 今年度は、初年度（令和 2 年度）に作成し

た特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害

用）認定診断書改定案の妥当性、信頼性の評

価を行い、認定診断書改定案を用いた判定に

よって、診断書作成医による差異が少ない判

定が可能であることが示された。また、認定

診断書改定案の「日常生活能力の判定」と「障

害のため要する援助の程度」を組み合わせた

判定基準を設けることが、重症度を適切に判

定する上で効果的であることが示唆された。 

 今後、認定業務の地域格差が是正され、適

切に業務が行われるよう、このデータをもと

にした特別児童扶養手当認定のガイドライン

を作成することが求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記すべきことなし 

 

Ｇ．研究発表 
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2019. JAMA Network Open 4(5): 
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２．学会発表 

原田由紀子，高野亨子，中嶋英子，木ロサチ，

小島洋文，本田秀夫：関節拘縮を呈した

DeSanto-Shinawi 症候群の 1 例。第 63 回

日本小児神経学会学術集会，Web 開催，

5.28, 2021。 

本田秀夫：発達障害の人たちの社会参加を阻

む要因。第 94 回日本産業衛生学会，松本，

5.19, 2021。 

本田秀夫：ADHD と ASD－理念型の比較，

診断および治療－。第 63 回日本小児神経

学会学術集会，Web 開催，5.28, 2021。 

本田秀夫：自閉スペクトラム症の理解と療育・

支援。第 125 回日本小児精神神経学会，

Web 開催，6.26, 2021。 

本田秀夫：子どもから大人への発達精神医学。

日本 COG-TR 学会第 1 回学術集会 in 広

島，広島，8.22, 2021。 

本田秀夫：基調講演：コロナ禍と自閉スペク

トラム症。日本自閉症スペクトラム学会第

19 回研究大会，Web 開催，8.29, 2021。 

本田秀夫：『にじいろ子育て』と合理的配慮

－子どもの個性を大切にする育みとこれ

からの発達障害支援－。第 126 回日本小
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児精神神経学会，Web 開催，10.17, 2021。 

本田秀夫：特別児童扶養手当（知的障害・精

神の障害用）の認定事務の適正化に向けた

調査研究。第 62 回日本児童青年精神医学

会総会，Web 開催，11.13, 2021。 

本田秀夫：長野県と信州大学医学部の共同に

よる神経発達症の地域支援を担う人材育

成。第 62 回日本児童青年精神医学会総会，

Web 開催，11.14～12.11, 2021。 

本田秀夫，清水康夫，岩佐光章，篠山大明，

今井みほ，大園啓子，植田みおり，原郁子：

横浜市港北区において 7 歳までに自閉ス

ペクトラム症と診断された子どもの 20 年

間の縦断的出生コホート研究（Y-LABiC 

Study）：データベース作成。第 62 回日本

児童青年精神医学会総会，Web 開催，11.14

～12.11, 2021。 

本田秀夫：リハビリテーションの視点からみ

た発達障害の支援。日本精神障害者リハビ

リテーション学会第 28 回愛知大会，Web

開催，12.12, 2021。 

本田秀夫：発達障害への対応：皮膚科医にで

きることは？ 第 12 回日本皮膚科心身医

学会，さいたま市，1.15, 2022。 

岩佐光章，清水康夫，篠山大明，今井みほ，

大園啓子，植田みおり，原郁子，本田秀夫：

横浜市港北区において 7 歳までに自閉ス

ペクトラム症と診断された子どもの 20 年

間の縦断的出生コホート研究（Y-LABiC 

Study）：社会生活基本調査を用いた成人

期転帰の検証。第 62 回日本児童青年精神

医学会総会，Web 開催，11.14～12.11, 

2021。 

村上寛，公家里依，篠山大明，本田秀夫：摂

食障害の臨床像を前景とした強迫症の男

児の 1 例。第 40 回信州精神神経学会，Web

開催，10.16, 2021。 

武川清香，児島佳代子，濱本緑，北澤加純，

赤羽恵里奈，篠山大明，本田秀夫，鷲塚伸

介：信州大学医学部附属病院精神科及び子

どものこころ診療部で実施された心理検

査の変遷。第 40 回信州精神神経学会，Web

開催，10.16, 2021。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし 

 

I．参考文献 

[1] 平成 29 年度～平成 30 年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金（障害者政策

総合研究事業）（研究代表者：齊藤万比

古）：特別児童扶養手当等（精神の障害）

の課題分析と充実を図るための調査研

究 平成 30 年度 総括・分担研究報告書 

[2] 令和 2 年度～令和 3 年度厚生労働科学

研究費補助金（障害者政策総合研究事

業）（研究代表者：本田秀夫）：特別児

童扶養手当（精神の障害）の認定事務の

適正化に向けた調査研究 令和 2 年度 

分担研究報告書

 

 



7 
 

 

令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向けた調査研究 

 

分担研究報告書 

特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）認定診断書改定案の 
適切性の評価のための調査 

 

研究分担者  篠山 大明 （信州大学医学部精神医学教室） 

研究協力者  樋端 佑樹 （信州大学医学部子どものこころの発達医学教室） 

研究協力者  公家 里依 （信州大学医学部附属病院子どものこころ診療部） 

 

研究要旨 

 本調査の目的は、本研究の令和 2 年度に作成した特別児童扶養手当（知的障害・精神の

障害用）認定診断書改定案の妥当性と信頼性の評価を行うことである。研究への参加を承

諾した日本児童青年精神医学会医師会員に、研究班で作成した 11 の模擬症例のうちの 1

つをランダムに割り付け、その症例について診断書改定案への記入を依頼した。182 名か

ら得られた有効回答を集計・統計解析し、診断書改定案に記載された「障害のため要する

援助の程度」の妥当性と信頼性を評価した。さらに、診断書改定案に記載された「日常生

活能力の判定」および「障害のため要する援助の程度」と、各模擬症例で想定されていた

重症度との関係を明らかにした。その結果、「障害のため要する援助の程度」は、模擬症

例で想定されていた重症度と関連し（Spearman の順位相関係数 = 0.552、Kendall の一

致係数 0.776）、また評価者間信頼性が保たれていること（級内相関係数 = 0.647）が確認

できた。さらに、「日常生活能力の判定」と「障害のため要する援助の程度」の判定が重

いほど、各模擬症例で想定されていた重症度は高い傾向が見られた。本研究結果より、特

別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）認定診断書改定案は、妥当性、信頼性とも一

定の基準を満たしており、「日常生活能力の判定」と「障害のため要する援助の程度」の

組み合わせが症例の重症度の指標となり得ると考えられた。 

 
 

Ａ．研究目的 

 本研究は，障害年金との整合性のある特

別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）

認定診断書を開発することが目的であり、

１年目である昨年度は，障害基礎年金との

整合性のある認定診断書改定案および作成

要領案を作成した。2年目である本年度は、

1 年目に作成した認定診断書改定案の妥当

性と信頼性を評価することを目的に、１年

目に作成した認定診断書改定案を用いたサ

ンプル調査を実施した。 
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Ｂ．研究方法 

１．対象 

 令和 2 年度に実施した事前調査で本調査

への協力を意思表示し、かつ特別児童扶養

手当認定診断書作成の経験を持つ日本児童

青年精神医学会医師会員を対象とした。 

 

２．模擬症例の作成 

 平成 29 年度～平成 30 年度厚生労働行政

推進調査事業費補助金（障害者政策総合研

究事業）「特別児童扶養手当等（精神の障害）

の課題分析と充実を図るための調査研究」

[1]にて作成した 13 の模擬症例のうちの 11

の模擬症例を一部改変し、表 1 の通り、知

的障害(ICD-10 における F7)、心理的発達の

障害（F8）、行動及び情緒の障害（F9）の

それぞれにおいて軽度から最重度までの重

症度を想定した模擬症例を作成した。F9 で

は最重度を想定することが困難であったた

め、F9 の模擬症例の重症度は軽度から重度

までのみを想定した。 

 

表 1. 模擬症例 

 F7 F8 F9 

軽度 1 症例 1 症例 1 症例 

中度 1 症例 1 症例 1 症例 

重度 1 症例 1 症例 1 症例 

最重度 1 症例 1 症例 なし 

 

３．データの収集 

 日本児童青年精神医学会の規定に則り日

本児童青年精神医学会医師会員に調査への

協力を依頼し、協力を表明した 636 名の各

会員に、表 1 の模擬症例のうちの 1 症例を

ランダムに割り付けた。割り当てた模擬症

例および特別児童扶養手当認定診断書改定

案に基づいて作成した Google フォームの

ホームページアドレス（URL）を電子メー

ルにて送付し、その模擬症例について

Google フォーム上の回答を依頼した。回答

者の意見を収集するために、Google フォー

ムには自由コメント記載欄も設けた。 

 

４．統計解析 

 回答された「障害のため要する援助の程

度」（1～5）の妥当性と信頼性を評価する

ために以下の解析を行った。 

 

４．１．妥当性に関する解析 

 医師回答による「障害のため要する援助

の程度」（1～5 の 5 水準）と、想定されて

いた各模擬症例の重症度（軽度、中度、重度、

最重度の 4 水準）に関するクロス集計を行

い、Spearman の順位相関係数及びその

95％信頼区間を算出した。なお、データに

同位が予想されるため、信頼区間の具体的

な算出は、順位化したデータの Pearson の

積率相関係数に関する漸近近似として行っ

た。また、一致の程度の指標として Kendall

の一致係数及びその95％信頼区間を算出し

た。信頼区間はブートストラップ法を用い

パーセンタイルとして推定した。 

 以上によって算出した Spearman の順位

相関係数と Kendall の一致係数を妥当性の

指標とした。 

 

３．２．信頼性に関する解析 

医師間の回答の一致性として、順位化し

た医師回答を結末変数とし、模擬症例を変

量効果とした線形混合効果モデルへのフィ

ッティングを行い、評価者間の級内相関係

数及びその 95%信頼区間を算出し、信頼性
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の指標とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本調査は Google フォームを用いた調査

研究であり、インターネットを通じて入力

する形式である。本調査にあたっては、 

① 回答した医師の個人情報等の属性は専

門診療科名以外を除いて解析対象ではなく、

集計された数値あるいは診断書案記載欄の

記載内容のみを対象とする。 

② 今年度に解析対象の収集のために使用

した Google フォームファイルは、今年度の

研究が終了した時点で速やかに消去あるい

は廃棄する。 

③ 解析のために Google フォームから取り

出し集計したデータには個人情報は全く含

めず、模擬症例に関する記入内容のみとし、

当該データは研究代表者及び分担研究者が

研究期間終了後も厳重に保管し、本研究の

成果公表後 10 年間、信州大学医学部精神医

学教室の施錠可能な部屋に保管する。保管

期間終了後、紙データは匿名化されたまま

シュレッダー等を用いて廃棄し、電子デー

タはデータを完全に消去する。 

の 3 点を記載した「インフォームド・コン

セントのお知らせ文」を Google フォームの

冒頭頁に掲げ、これに対する同意のボタン

を押さない限り調査頁には入れない機能を

持たせた。このボタンを押すことをもって

インフォームド・コンセントを得られたも

のとした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．対象 

 636 名の協力意思表示者のうち、特別児

童扶養手当認定診断書作成の経験がない会

員 3 名と連絡先不明の 7 名を除いた 626 名

に調査依頼を行った。190 名の回答が得ら

れ、的外れ回答 8 名（例：模擬症例に基づ

いていない記載が行われている）を除外し、

182 名の回答を解析対象とした。有効回答

者 182 名の属性は、小児科医かつ精神科医

20 名、小児科医 30 名、精神科医 132 名で

あった。模擬症例ごとの有効回答数を表 2

に示す。 

 

表 2. 各模擬症例有効回答数 

 F7 F8 F9 

軽度 18 19 21 

中度 16 14 22 

重度 16 13 13 

最重度 14 16  

 

２．解析結果 

 各模擬症例で想定されていた重症度と、

回答された「障害のため要する援助の程度」

の関係を表 3 に示す。 

 

表 3. 想定されていた重症度と「障害のため要

する援助の程度」の関係 

 

 想定されていた各模擬症例の重症度と回

答された「障害のため要する援助の程度」の

間 の 相 関 係 数 Spearman’s ρ = 0.552 

 
障害のため要する援助の程度 計 

1 2 3 4 5 

軽度 0 7 20 31 0 58 

中度 0 5 29 15 3 52 

重度 0 0 5 21 16 42 

最重度 0 0 0 10 20 30 

計 0 12 54 77 39 182 
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(95%CI: 0.442-0.646）、Kendall の一致係

数 W = 0.776 (95%CI: 0.836-0.904) であっ

た。医師間の一致性の指標として算出した

級内相関係数 ICC = 0.647 (95%CI: 0.139-

0.890）であった。 

 診断書改定案における 8 項目の「日常生

活能力の判定」に対する回答の平均点数と、

「障害のため要する援助の程度」の関係を、

図 1（日常生活能力の判定を 3 段階で評価

した場合）及び図 2（日常生活能力の判定を

年齢相応・不相応の 2 段階で評価した場合）

に示す。 

 

３．自由記載欄 

 Google フォームの自由記載欄に回答者

より多数の意見が寄せられた。診断書改定

案に関する意見を抜粋し資料 1 に示す。 

 

Ｄ．考察 

本調査では、令和 2 年度に作成した特別

児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）認

定診断書改定案の妥当性の指標として、模

擬症例で想定されていた重症度と診断書改

定案に記入された「障害のため要する援助

の程度」の間の Spearman の順位相関係数

と Kendall の一致係数を用い、信頼性の指

標として「障害のため要する援助の程度」に

おける評価者間の級内相関係数を用いた。

その結果、妥当性、信頼性ともに、一定の基

準を満たしていることが確認できた。 

さらに、8 項目の「日常生活能力の判定」

の平均判定と「障害のため要する援助の程

度」の判定が重いほど、想定されていた各模

擬症例の重症度が高い傾向が確認できた。

図 1, 2 より、「日常生活能力の判定」と「障

害のため要する援助の程度」を組み合わせ 

 

図 1. 「日常生活能力の判定（3 段階評価）」

の平均点数と「障害のため要する援助の程度」

の関係 

 

 

 

図 2. 「日常生活能力の判定（2 段階評価）」

の平均点数と「障害のため要する援助の程度」

の関係 

 

ることが、症例の重症度の指標となり得る

ことが示唆される結果が得られた。 

一方で、「日常生活能力の判定」と「障害

のために要する援助の程度」を組み合わせ

ても重症度が決定できるわけではなく、あ
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くまでも重症度の目安にしかなり得ない。

目安だけでは捉えきれない要素は、診断書

の記載内容から詳しく審査する必要がある。

総合的な判断に基づく等級判定に関する基

準をどのように設けるかが、今後の等級判

定のガイドライン作成における課題である。 

令和 2 年度に実施した特別児童扶養手当

（知的障害・精神の障害）認定の実態調査

[2]により、特別児童扶養手当（知的障害・

精神の障害）の障害認定における自治体間

の地域差が明らかになり、重症度が同程度

の症例であっても地域によって判定に違い

が生じる可能性が示された。地域差を解消

し適切な判定が行われるためには、評価者

間信頼性が高い診断書に基づいて、妥当性

の高い判定基準を設ける必要がある。本調

査にて、特別児童扶養手当（知的障害・精神

の障害用）認定診断書改定案の妥当性、信頼

性を検証できたことから、この診断書改定

案は障害認定における自治体間の地域差の

解消に有用であることを示している。 

適切な診断書改定案であるためには、あ

らゆる症例で判定に必要な情報が記載でき

る様式であることが必要である。本調査で

は、特別児童扶養手当（知的障害・精神の障

害）の申請数および認定数の大部分を占め

ている F7-F9 [2]のそれぞれにおける各重

症度を想定した模擬症例を用いて妥当性及

び信頼性を確認できたため、本診断書改定

案が汎用性のある様式であることも示され

た。 

さらに、診断書様式策定にあたっては、記

載しやすい様式であることも重要である。

本調査に回答した医師の多くが、自由コメ

ント欄に、記載しやすさに関するコメント

を記入している（資料 1 参照）。これらの

コメントも踏まえて、現在の診断書改定案

が記載しやすい診断書様式であるかどうか

の検証も今後必要であろう。 

 結論として、本調査では令和 2 年度に作

成した特別児童扶養手当（知的障害・精神の

障害用）認定診断書改定案の妥当性、信頼性

の評価を行い、その結果、本診断書改定案を

用いた判定によって、診断書作成医による

差異が少ない判定が可能であることが示さ

れた。また、診断書改定案の「日常生活能力

の判定」と「障害のため要する援助の程度」

を組み合わせた判定基準を設けることが、

重症度を適切に判定する上で効果的である

ことが示唆された。今回用いた特別児童扶

養手当（知的障害・精神の障害用）認定診断

書改定案の活用は、特別児童扶養手当（知的

障害・精神の障害）認定の地域格差解消に有

用であると考えられる。 

  

Ｆ．参考文献 

[1] 平成 29 年度～平成 30 年度厚生労働

行政推進調査事業費補助金（障害者政

策総合研究事業）（研究代表者：齊藤

万比古）：特別児童扶養手当等（精神

の障害）の課題分析と充実を図るため

の調査研究 平成 30 年度 総括・分担

研究報告書 

[2] 令和 2 年度～令和 3 年度厚生労働科

学研究費補助金（障害者政策総合研究

事業）（研究代表者：本田秀夫）：特

別児童扶養手当（精神の障害）の認定

事務の適正化に向けた調査研究 令

和 2 年度 分担研究報告書
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資料１：自由記載欄より抜粋 

 

 現在の診断書より記載しやすかったです。 

 以前のフォーマットより、現実に即して記載しやすくなっています。 

 年齢相応・不相応の追加など随所に工夫がなされ、大変分かりやすくなったと感じます。 

 従来のものよりもより詳しく臨床観察に即して書き込めるので、ありがたいです。 

 このような症例で主たる障害と合併症に分離して分析することはできないと思います。 

 発達障害の場合、発生年月日の記載が必要なのか難しい。本人はずっと辛かったが、親

が気付いたのがかなり後な場合もある。 

 本診断書の現症 ⑥から⑪の項目は、さまざまな病態のものを含んでおり、当該患者の

個別性には即さない。また、成人で見られる症状も列挙されており、小児（児童）の症

状としては馴染みにくいものがある。 

 不注意・多動が発達障害項目として挙げられたことは助かります。一方で、高次脳機能

障害とは何を指すのでしょうか？ 知的障害が「ない」発達障害児において、知能検査

が「必要」か「不要」か「原則不要だが、判断材料としてあるとよい」のかを明示して

いただきたい。 治療経過で、前回診断書作成から今回までの経過を必ず必要とするな

ら、今回までの経過を記載する枠を設けた方がよいかと思います。 

 日常生活能力判定に、これまでと同様に「睡眠」の状態を記載する項目があると、夜間

の様子も分かるため、より良いと思います。 

 知的障害について、境界域や正常の場合に IQ の記載が必要かどうかがわかりにくいで

す。 

 医学的総合判定の欄に何を書いたら良いかは、以前と同じように明確ではなく、必要性

が不明です。 

 発育・養育歴と病歴が１つにまとまったのは書きやすくなりました。 

 日常生活欄の、年齢相応・不相応の記載もわかりやすくなって良いと思います。 

 知的障害がなくても、知能検査の数値を求められることが多い（必須かどうかは把握し

ていません）ので、もし必須なのであれば「なし」という項目を作成頂きたいです。 

 ⑤イの「教育歴」の欄ですが、小学校で普通級から支援級に転籍したりした経歴を記入

しにくいので、自由記載にした方がいいのではないかと思いました。 

 自治体によっては知的障害がなくても IQ の所見を記入するようもとめられるため、

「心理検査結果」として独立した項目を設けてもらうと整理しやすいと思います。 

 「記入上の注意 6」では、児童福祉施設に入所しながら外部の医療機関に通院している

ケースを想定していないように思いました。 

 発育・発達・症状の欄、（６）ー（12）の右の欄は区切りがなくなり、書きやすくなり

ました。 

 現在の特別児童扶養手当の診断書では、知的障害・発達障害のための記載に偏りが見ら



13 
 

れるように感じています。気分障害や心的外傷後ストレス障害など、その他の疾患の場

合には、個別の記載で対応せざるを得ないのですが、それらに対し、標準化された評価

スケールのデータなどを記載できる欄があると良いのではないかと考えました。 

 日常生活機能の年齢に相応、不相応の項目ですが、そもそもその項目が全くできない年

齢の場合に、相応か不相応か付け方がばらけます。各項目について、それぞれ何歳以上

は記入などと明示されるとよいように思いました。 

 医学的総合判定の、記載例をお教えください。と言いますのは、本症例は「障害のため

要する援助の程度」は記載できますが、「医学的総合判定」は私のこれまでの特児申請

基準では非該当との判断になってしまうからです。 

 インクルージョンの時代に”特別支援学校”では当たり前の生活が見えません。 

 日常生活能力は知的障害や麻痺の人には記載しやすいが、遂行機能障害の場合年齢相

応という表現が該当するか違和感があります。不相応にしたほうが通りやすいのだろ

うと思いました。 

 特別児童扶養手当に該当する基準が示されておらず、その基準がないと医学的総合判

定が記入しにくい。 

 就学前の児に関して、買い物や交通機関の利用に関して年齢相応・年齢不相応の判断が

難しい（就学前であれば ASD や MR がなくても困難な子が少なくないと考えられるた

め） 

 児童精神科臨床の実態の感覚に沿った診断書及びその作成要領であると思いました。

虐待など逆境的育ちへの配慮や、トラウマ・解離症状への言及、生育歴と現病歴の一体

化、児童心理治療施設などの入所歴、知的障害と併存する発達障害の視点、日常生活能

力の年齢相応・不相応の記載など、細かい配慮がなされていると感じました。 

 現症はどこまで書いたらよいか迷いました。 

 エクセルやワードなど、打ち込み文書のフォーマットを院内に取り込みやすい工夫が

ほしい 

 日常生活能力の判定の基準を要領案にのせていただくと有り難いです 

 家族との会話、集団生活への適応の、選択肢を「できる」「少しはできる」のどちらに

するか悩みました。「ある程度はできるが、年齢不相応」というのがあれば選びたかっ

たです。 

 ASD や ADHD (特に ADHD)のみの診断で知的障害が該当しない方の生活上の困難さ

の根拠を、他覚的に分かりやすく示すことが難しいとこれまで感じておりました。年齢

相応・不相応の項目が増えることでその問題が改善されるように感じました。 

 現在の書式より書きやすくなったと感じました。特に ASD の人の生きづらさがしっか

り反映される書式になってほしいと願います。 

 知能検査を過大視し、HFASD に対しても直近の検査実施を義務づける行政窓口があり、

知能検査だけでなく CARS 等に表れる自閉度も判定の際に考慮していただけるよう、
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判定基準に明記していただければと存じます。 

 本診断書の書式が決定しましたら、PC 入力が可能なフォームをアップしていただける

と、とてもありがたく存じます。 

 日常生活能力の記載欄で，「年齢相応」か否かのチェック欄を設けたのは良いと思いま

した。 

 現行のもの以上に記載を求められると、記載する Dr は戸惑うと思います。 

 陳述者の氏名は必要なのでしょうか。母や父など続柄だけでも十分なように感じると

きがあります。 

 6-11 について、提出する自治体によって同じような記載でも通ったり通らなかったり

します(例：問題の頻度(週 x 回)が書いていない、学校での対応について書かれていな

いなど）。地域間で大きく差が出ないようなフォーマットがいいのではないかと思いま

した 

 診断書の様式として現行のものと比べて特に書きにくさは感じなかった。発達障害の

特性の部分は記載しやすくなった反面、そもそも LD やチックに関する項目が特別児

童扶養手当の支給要件にどこまで影響するのかは疑問に感じる。ADHD でも支給の対

象になっていない自治体があるように思うので、支給要件と照らし合わせて項目を考

えてもいいように思う。 

 知的障害の程度に比べて自閉性障害の困難さが強く、こだわりやパニックにより生活

上困難をきたしている場合に、知的障害と精神障害のそれぞれの程度に〇をつけたい

場合があり、困っています。 

 発育・養育歴と発病以来の病状と経過が 1 つにまとまっているのがとても良いと思い

ました。かわりに治療歴が受診期間として明確に記載場所があるので、従来の形式より

も書きやすいのではないかと感じました。 

 日常生活能力の判定に関しては、従来の形式よりも大雑把な分け方になっているので、

実際に記入するときには迷いそうな気がしました。例えばズボンは途中まで履けて、上

着は頭を通してあげれば着られるレベルの子と、今回の症例の様に声掛けのみが必要

な子がいずれも「部分的な介助を要する」になるのか等。具体的記載から汲み取って判

断していただけるのであれば問題ないのですが・・。 

 主な障害として知的障害または精神障害を選択できるようにする。その上で、併存障害

として、知的障害、精神障害、身体障害を加える様式が望ましい。 

 主障害に知的障害の併記は不要。②児童発達支援センターはアに記載が適当。③知的障

害の判定基準を明記。④意識障害は再考を要す。⑤「介助」と「援助」の違いを明確に

すること。 

 従来のものとあまり変わっていない気がしました。従来の特児に、年金の診断書の一部

が追加された（？） 

 神経発達症の場合、発症年月日は、誕生日が記載しやすいと思いました。家族の認識に
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ついては、曖昧なことが多く、いつを「気づいた時期」に特定するかが困難だと思いま

す。 

 身辺の自立度などは、年齢相応か否かは重要だと思います。今回のようなフォームであ

れば記載しやすいと思いました。 

 必要性に関しては、ある一定理解はできますが、いかに簡略化できるかが大きな課題だ

と考えます。 

 診断書の記載をもっと簡便にして頂きたい、2）要領案と、診断書案の間の齟齬を解消

頂きたい、3）被虐待のお子さん達・支援者を救済いただきたい。 

＜要領案＞ 

＊ 要領案では「幻覚・妄想」のいずれか・両方に〇、との案が示されていますが、

診断書には「いずれか」で良い、とあります（要領案でこのように指示してく

る理由と目的が分かりません） 

＊ 高次脳機能障害と異なり、心的外傷後に生じた精神疾患は発症時期が特定され

ないものだと思います（慢性的なネグレクトの場合を想定ください）。要領案

の 6 の記載には修正が必要だと思います。また、診断書では「解離・トラウマ

症状」とせず、「解離」・「トラウマ症状（回避・麻痺・過覚醒）」と独立し

て、それぞれの症状に○を付けるようにならないでしょうか。臨床場面でも評

価しがたい「回避・麻痺症状（支援を求めない、受け入れない、活動に参加し

ない、笑わないなど）」を示して防衛することにより、見かけ上の適応を示す

お子さんたちを、「支援が必要な子ども」と認定できる書式に改訂頂くことで、

本当に支援が必要な子ども達にも援助が回っていくことを願います。 

＜診断書＞ 

＊ 診断書の末尾の 4 の（虐待などの逆境体験があればそれについても）→（小児

期逆境体験の存在、および、児童相談所との関わりがあれば記載）とするのは

いかがでしょうか。（＝つまり一時保護や里親委託なども記載できるようにす

る） 

 傷病発生年月日、知的障害の心理テストの判定日は混乱しやすいので診断書本文に明

確に記載した方がいいと思います。 

 記入すべき内容が整理されているため書きやすいと思います。診断書自体がこのよう

なフォームで電子入力できると大変有り難いです。 

 知能検査結果が数年前のものであることは問題ないでしょうか？  

 細かい事項が多く、非常に記入しにくいです。 

 ⑪問題行動の 1 暴行（家族・他人）は１暴行（家族・他人）・暴言（家族・他人）の両

項目が望ましい。 

 今後の検討課題：ASD, ADHD の重症度の判定欄 

 障害年金の書式に近づき、記載しやすくなったと思います。 
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 知的障害および自閉性が強いため、常時の援助が必要であることが明らかである場合

や、更新時など、記載の簡略化をご検討いただけるとありがたいです。 

 まだ、書きにくいところがある。 

 現状の診断書は知的障害がベースなので、改定案の方が発達障害なども現状に即して

書きやすいと思います。 

 ⑭は、従来、実際の記載に当たっては、障害の程度が、軽度、中度、重度、のどのレベ

ルに相当するか、といったことを記入しておりましたが、この改訂案ではどのようにな

りますでしょうか？ 

 日常生活能力の判定で、「年齢相当ではない」にしても、「能力」が乏しいのか、能力

はあるが「意欲」がないのか～一時的な機能不全、を区別して記載出来ないのは、現診

断書様式とかわらない。記載要領にでも、明確に指示していただきたい。 

 障害年金との連動性があり、よかった。 

 発達障害で生育歴と現病歴と発育・養育歴が一体化されており、書きやすかった。 

 現在の診断書よりも、明らかに記載がしやすくなっていると感じました。特に、日常生

活能力について「年齢相応か、相応ではないか」のところは是非取り入れていただきた

いと考えます。 

 てんかん発作の記入の際に、「現在は投薬してコントロールされている」という記載欄

が欲しい。 

 発達障害の児への支援としては、「個別の声掛け」ではなく、「視覚的支援」が必須と

思われる。発達障害の特性のある児が特児を申請することも多く、支援の状況として

「声かけが必要」だけでなく、『「視覚的支援」や「環境整備（構造化）」が必要』と

いう記載を診断書内にも明記するのがよいのではないか？と思われる。 

 具体的内容を記載する欄は，どの程度詳細な状態を記載すれば良いのか。 

 年齢相応であるかの欄がわかりやすくて良かったです。 

 発育・養育歴と発病以来の病状と経過について、どの程度記載すべきか迷いました 

 これまでの診断書に感じていた不満が解消された気がします。この案が通ればよいと

思います。 

 知的障害を伴う自閉症の場合、「障害の原因となった主な傷病名」に自閉スペクトラム

症と書くと知的発達症の診断を記載する項目がないため、主病名は知的発達症と書か

ざるを得ないかと思いました。このようなケースで状態によっては⑬の「最も適切に記

載できる障害」が自閉症のこともありますが、その場合は「主な傷病名」と「最も適切

に記載できる障害」が異なることになります。”主な”と”最も適切に記載”の解釈に

ついて説明があるとわかりやすいかと思います。 

 記入欄は、いつのこと（今のことなのか、数年前の経過も含めて）を書かねばならない

のかがわかりづらい。年齢相応かどうかの判断がしづらいものがある。全て記入すると

いうことは理想としてはあるが、本手当の依頼が多数であり医師の負担となっている
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ことから、可能な限り簡潔で必要な事項に絞られた内容になっているとありがたいと

思う。 

 総合判定の欄に重症度を書くべきでしたら、基準を示して欲しいです。 

 特児を審査する立場からですが、⑭の総合判定に中度か重度かの項目があると、わかり

やすいかと思います。 

 年齢相応の項目がちょっと難しいと感じました 
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通級指導教

室と特別支

援教室の指

導のアイデ

ア－中学校・

高等学校編

－ 

図書文化 東京 2021 146-155 

本田秀夫 子どもの精神医学に

おける脳から行動ま

での距離 

青木省三，

福 田 正 人

（編） 

子どものこ

ころと脳－

発達のつま

ずきを支援

する－ 

日本評論

社 
東京 2021 93-102 
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雑誌 
 

発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年 

本田秀夫，土屋

賢治，篠山大

明，内山登紀

夫，野見山哲生 

発達障害の原因，疫学に関す

る情報のデータベース構築の

ための研究 

医療情報学 41 82-83 2021 

本田秀夫，新美

妙美，樋端佑樹 
小児科から精神科へのトラン

ジションにおける児童青年精

神科の役割－システム・モデ

ルの観点から－ 

精神科治療学 36 627-632 2021 

本田秀夫 自閉スペクトラム症 精神科 Resident 2 166-168 2021 

本田秀夫 
 

特別児童扶養手当（知的障

害・精神の障害）の認定の地

域差 

日本医事新報 5087 60-61 2021 

本田秀夫 子どもの精神科臨床は薬物治

療なしでどこまでできるの

か？ 

精神科治療学 36 1115-
1120 

2021 

本田秀夫 【特集】「実感と納得」に向

けた病気と治療の伝え方：成

人の神経発達症－主観と客観

を総合した多軸的・階層的な

視点から－ 

精神医学 63 1625-
1632 

2021 

本田秀夫 自閉スペクトラム症の視点か

らみた精神疾患・精神障害の

概念の再検討－「パラレルワ

ールド」の精神医学の必要性

－ 

精神科 40 1-6 2022 

Imai J, 
Sasayama D, 
Kuge R, Honda 
H, and 
Washizuka S 

Hyperactive / impulsive 
symptoms and autistic trait 
in institutionalized children 
with maltreatment 
experience 

New Directions for 
Child and 
Adolescent 
Development 

2021 29-39 2021 

Sasayama D, 
Kudo T, Kaneko 
W, Kuge R, 
Koizumi N, 
Nomiyama T, 
Washizuka S, 
and Honda H 

Brief Report: Cumulative 
Incidence of Autism 
Spectrum Disorder Before 
School Entry in a 
Thoroughly Screened 
Population 

Journal of Autism 
and Developmental 
Disorders 

51 1400-
1405 

2021 
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Sasayama D, 
Kuge R, Toibana 
Y, and Honda H 

Trends in autism spectrum 
disorder diagnoses in Japan, 
2009 to 2019 

JAMA Network 
Open 

4 e219234. 
doi:10.10
01/jaman
etworkop
en.2021.9
234 

2021 

Takahashi F and 
Honda H 

Prevalence of clinical-level 
emotional/behavioral 
problems in schoolchildren 
during the coronavirus 
disease 2019 pandemic in 
Japan: A prospective cohort 
study 

JCPP Advances 1 e12007. 
doi.org/10
.1111/jcv
2.12007 

2021 

 
 



令和４年５月１９日 
厚生労働大臣  殿                                      

  
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人信州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 中村 宗一郎（公印省略） 
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                                

２．研究課題名  特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向けた調査研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授（特定雇用）                       

    （氏名・フリガナ）本田 秀夫・ホンダ ヒデオ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 信州大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年５月１９日 
厚生労働大臣  殿                                      

  
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人信州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 中村 宗一郎（公印省略） 
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                                

２．研究課題名  特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向けた調査研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授（特定雇用）                       

    （氏名・フリガナ）篠山 大明・ササヤマ ダイメイ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 信州大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


